委託訓練（離職者対象）事業実施業務受託申請書提出前チェックリスト
（最低限次のチェック項目を確認の上、申請書に添付してください。）

[全体]

· 空欄（未記入）、印漏れ（代表者印3，責任者私印１）はありませんか。
記入すべき事項がない場合は斜線を入れて下さい。

　
[様式1 ]

□
申請人欄　　代表者印は押印しましたか。
□
様式２との確認　
→　（様式１右上）申請人と（様式2上段）【受託希望者】、

（様式１項目３）訓練施設名等と（様式2中段）【訓練実施場所】、の整合性はありますか。
　　□
受託希望の分野、地区、時期、定員等の確認　→　仕様書 別表と比較

　　□
＊印付訓練はコース名に必ず「＊」印を付け、定員１５(２)人と表記下さい。

また、様式３に２４時間の訓練導入講習が必要です。

□
開講可能な最少応募者数を[　]内に記入しましたか。応募者数が記入した数値に達した場合は、その後辞退等が発生しても必ず訓練を実施する必要があります。

□
託児サービスの付加を希望する場合は、開催可能時期の(　)内に〇を付しましたか。

[様式2 ]

□
【訓練実施場所】「従業員数」教育部門各人数は 様式６講師名簿の各人数以上となっていますか。
· 【訓練実施場所】「最近実施した教育訓練コース」については、別紙１～３により記入しましたか。

　記入に当たっては「受託申請手続きについて1（2）及び様式注記に従い作成してください。なお、就職率の算定に当たっては、就労形態にかかわらず、雇用期間が１ヶ月未満は未就職として扱います。

□
【訓練実施運営体制】「苦情処理責任者」は講師と兼務していないことを確認しましたか。
[様式3 ]

□「訓練期間」　→　仕様書別表の期間と合致していますか。

□「訓練目標」「仕上がり像」「取得目標資格」各欄について、概ね１２０文字以内で表現されていますか。
□「訓練の内容」欄の時間数の検算はおこないましたか。

□
様式１で＊印付訓練の場合は、訓練導入講習２４時間が設定されていますか。

[日別計画表](指定様式)
· 訓練開始日から翌月の応答する日の前日を１か月として作成しましたか。（応当日は次の月の初日となるため留意すること。)

· 月毎の時間数はチェックしましたか。（各月原則１０８時間総合計３２４時間以上必要です。）

訓練期間が年末年始、大型連休(春・秋)をまたぐ場合１００時間以上となっていますか。

１００時間未満の場合は、月額単価を按分して算定となります。

□
様式１で＊印付訓練の場合は１か月目に訓練導入講習２４時間が設定されていますか。

□
様式9の「キャリア・コンサルティング実施予定表」との整合は取れていますか。

□　適切な時期の平日に訓練を実施しない日を設け、「就職活動日」を設定しましたか。(就職活動日は訓練時間に含めない、半日単位も可能です。また、修了１か月前を目途に就職が決まっていない受講生を安定所に誘導することが義務となっています。)

· 月日・曜日・祝日名等再確認しましたか。

·  [様式4 ]

· 全てチェックされていますか。

（但し、１のイロは直近の就職率が35%以上の場合はチェック無（空欄）としてください。
　就職率の算定に当たっては、仕様書２（１）エ（ア）ｃに記載の就職支援経費算定に係る率をいう。なお、就労形態にかかわらず、雇用期間が１ヶ月未満は未就職として扱います。

· 機関名、代表者名、確認者（様式２の責任者）欄の記入及び印漏れはありませんか。

（代表者印及び確認者私印が必要です。）
 [様式5 ]

· 受託を希望する科（講座）毎に作成しましたか。

· 職業訓練サービスガイドライン研修の受講状況について記載しましたか。
· 託児サービスの付加の有無について32に記載し、希望する場合は、33～34についても記載しましたか。(託児サービスの提供施設が複数となる場合は個別に作成が必要です。)
 [様式6 ]

□
３０年2月末現在で作成しましたか。
□
講師人数について、様式２「従業員数」欄の教育部門人数と合致又は内数となっていますか。
 [様式7 ]

□
「受講生の自己負担の軽減に対する取組について」の内容の確認（　）
□
受講者負担額は15,000円以内となっていますか。
 [様式9 ]

□
「就職支援体制等」欄　→　全ての項目を入念にチェックすること。

□
「キャリアコンサルティング実施予定表」と「日別計画表」との整合は取れていますか。
 [様式10 ]

· 検算しましたか、また日付、代表者印に漏れはありませんか。
[資料等]（非該当の書類については二重線で抹消してください)　※印のものは各施設毎に必要です
　　□　雇用保険適用事業所設置届(写)

　　□　職業紹介の許可を証明する書類(写)

　　□　実施施設紹介パンフレット等　※
　　□　施設案内図・配置図・平面図等　(訓練実施場所関係)　※
　　　　　□　利用教室等をマーカー表示済み

　　　　　□　教室面積等確認可能か

　　　　　□　写真撮影方向、番号記入済み

　　□　訓練実施施設に関する不動産登記簿謄本又は賃貸借契約書等(写)　※
　　□　写真(建物外観・教室、就職相談室、事務所)　※
　　　　　□　平面図等へ記載の番号を付し対応を明確にしている。

　　　□　その他　該当あるときは以下に記入ください。

                                                         提出前確認者氏名　　　　　　　　　印

